




その他のタイトル Intersection of military training and


















































































































論点 1. 米国本土における「基地経済」の実態 
論点 2. 訓練活動による環境被害の実態 
論点 3. 訓練活動に対する環境上の法規制 
論点 4. 訓練活動を制約し、基地の存続に影響を及ぼす環境上の要因 
論点 5. 訓練活動を持続し、それら制約要因に対処するための方策 
論点 6. 「基地環境問題」に対する地域社会の関与 
 論点 7. 基地をめぐる事情の日米比較 





















 また、本論文では、これらの目的に沿って、次ページに掲げる 4 つの仮説をリサーチ・ク
エスチョンとして設定した。仮説 1 及び仮説 2 はマクロレベル、仮説 3 及び仮説 4 はミク
ロレベルの論証に対応しており、いずれの仮説も、既に論文として発表した、これまでの予
備的研究の成果を反映して設定したものである。なお、各リサーチ・クエスチョンの分析結












第 1章 軍事訓練による環境被害と環境法の適用問題 
 









































































































































































































AICUZ は密接に関係しており、JLUS については、AICUZ が掲げる目的を補完する政策プ




JLUS と AICUZ の相違について、最も留意すべき点は、前述のとおり、調査の実施主体が
















































第 2節 国防総省の施策（2）「則応力及び環境保護統合計画」（REPI） 
 
国防総省は、エンクローチメントに対応する主な政策プログラムとして、SRI のほか、「即















る（2019 年 9 月時点）。このほか、やはり国防総省の情報によれば、このプログラムにより





 REPI には連邦法上の根拠規定があるが、根拠法は SRI と同じものであり、SRI と REPI
が、共通の政策的な要請と立法上の関心を背景とする政策プログラムとして形作られたこ
とを示唆している。REPI の場合も SRI と同様、国防長官に対し、毎会計年度、事業報告を
連邦議会に提出する義務が課されている。本論文では、2019 年度の事業報告を参照したが、
同報告によれば、2018 会計年度までに実施された事業プログラムは 1,900 件、予算総額は
16 億 4580 万ドルに達している（いずれも累積値）。なお、前述のパートナーによる経費負
担は、総予算額の半分ほどを占めており、役割の大きさが窺われる。 
 なお、広い意味では REPI に包摂されるが、陸軍が運用する、基地・訓練場周辺のバッフ
ァーゾーン設定プログラムとして、「陸軍適合利用緩衝地帯計画」（Army Compatible Use 
Buffer：ACUB）がある。陸軍環境コマンド（AEC）によれば、対象施設は、2014 年時点で
30 か所を数えており、これまで 2 億 6000 万ドルの予算が拠出されている。また、このプロ


























































第 2節 州と地方自治体によるエンクローチメント対策の類型と課題 
 
 NCSL が 2013 年にまとめた報告書は、州が法制化しているエンクローチメント対策とし
て、①基地との連絡回路の確保、②適合的な土地利用を保護するための土地又は土地開発権
購入に対する資金拠出、③土地利用計画及び適合的な土地利用に係る法制の整備、④光害の
























































第 1 節  米国本土における「基地環境問題」の特徴とエンクローチメント対策の評価 
 







































前提として確認しておくべき 3 つの論点を設定した。 













 第 3 の論点は、エンクローチメント政策プログラムの海外における運用である。各プログ
ラムのうち、AICUZ については、国防総省や米軍の内規に海外基地への適用条項があるも
のの、米軍の純然たる部内事項として定められたものに過ぎず、在日米軍への適用関係につ
いて議論することに特段の政策的意義は認められない。また、前述のとおり、SRI は、海外
基地も対象とするが、SRI は、連邦政府限りの政策プログラムであり、米国本土においても、
実施過程における、地域社会との相互作用は比較的希薄と見られる。このような事情から、
SRI についても、AICUZ と同様、在日米軍基地問題との関係で、その適用関係を論じるこ
とに政策上特段の意義はない。 
 これらの論点に対する分析結果を踏まえつつ、本節では、土地利用の観点から、在日米軍
基地問題の現状を考察した。、 
基地の存在に対する地域社会の受け止めや住民感情などの要素を考慮すると、我が国、特
に沖縄県のような地域において、米軍への住民感情は一様ではなく、米国本土で行われてい
るように、訓練活動との適合化という観点から、周辺土地の利用を管理することについて、
住民の理解と支持を得ることは、極めて困難であろう。また、我が国には、民間空港も含め、
飛行場周辺の土地について利用管理を行う体系的な法律が存在しない。在日米軍基地周辺
の土地を利用管理するため、仮に何らかの法的枠組みを導入しようとしても、それが、現状
の法体系と整合しないことは明らかである。そのほか、エンクローチメント政策プログラム
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には、根拠法令に海外基地への適用条項を含む例があるものの、米軍の純然たる部内事項と
して定められたものに過ぎず、在日米軍への適用関係について議論することに特段の政策
的意義が認められないことは、先に述べたとおりである。 
以上から、米国本土における「基地環境問題」への取組成果を、在日米軍基地問題に対し
て直接的に当てはめることはできず、在日米軍基地周辺において、AICUZ のような土地利
用管理プログラムを運用することは、現実的な政策課題になり得ないと考える。なお、REPI
のように、バッファーゾーンを設定するプログラムについても、在日米軍に対する住民感情
などを踏まえれば、「基地の拡大」といった印象で受け止められる可能性が高く、やはり、
現実的な政策課題として検討することの意義は少ないものと考えられる。 
しかし、米軍の活動が基地周辺住民の生活環境に甚大な影響を及ぼしていることは明ら
かであり、将来的には、米国本土で実施されているエンクローチメント対策に準じた、何ら
かの対策が必要となる可能性も想定されよう。 
米国本土で運用されているようなエンクローチメント政策プログラムを在日米軍基地周
辺で実施することは、実質的に不可能と見られるが、プログラムの一環である、土地利用に
係る情報の軍民共有については、我が国でも実現に向けた検討の余地がある。米軍機による
事故や騒音をめぐる問題の抜本的対策とはなり得ないが、土地利用をめぐる米軍側の情報
開示や、周辺地方自治体と情報を共有するための枠組みといった問題は、実行可能性の見地
からも、検討に値する政策課題と言えるのではないだろうか。 
なお、本論文の主題とは多少ずれるが、政策的なインプリケーションという観点からは、
自衛隊基地をめぐる問題についても検討してみる意義はあろう。自衛隊基地の周辺でも、さ
らに市街地化が深刻化する懸念はあり、将来的には AICUZ に準じた枠組みの運用について、
関心が高まることも考えられる。また、未だ周辺で市街地化が進んでいない自衛隊の演習場
等については、土地の取得を収用ではなく、地権者との契約によるものとする枠組みを設定
し、その意義が地域社会に周知及び理解されれば、REPI に準じた政策プログラムの導入が
検討の視野に入る可能性もあるだろう。 
 
（了） 
